
  
 

ソフトウェア開発技術者の単価推定に向けた分析 
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概要：ソフトウェアを購入する企業にとって，ソフトウェアの価格は非常に重要である．受託開発ソフトウェアにお

いて，価格の妥当性を判断するために，ソフトウェア開発工数に技術者単価を乗じて価格を推定することが行われる．
単価を求めるためには，プロジェクトマネージャなどの各役割の技術者の参画割合を知る必要がある．ただし一般的

にソフトウェア購入企業は，技術者の参画割合を知っているとは限らない．そこで本研究では，技術者の参画割合を

用いずに，単価の推定を支援することを目的とする．そのために，単価に影響する要因を明らかにするとともに，要
因が変化した場合，単価がどの程度変化するのかについても示す．分析では企業横断的に収集されたソフトウェア開

発プロジェクトデータから，99件を対象に重回帰分析するとともに，200から 400 件程度のデータを用いて二変量解

析した．分析の結果，開発言語や基本設計工程の契約形態などが単価に影響していることがわかった． 
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1. はじめに   

ソフトウェアを購入する企業にとって，ソフトウェアの

価格は非常に重要である．企業が購入するソフトウェアと

して，パッケージソフトウェアと受託開発ソフトウェアが

存在する．前者はワードプロセッサや表計算ソフトなどの

汎用性の高いソフトウェアであり，市場に流通しているソ

フトウェアを購入して利用する．後者は企業ごとの異なる

業務フローに対応した個別性の高いソフトウェアであり，

ソフトウェア開発企業（受託者）にユーザ（委託者）が発

注して開発が行われる．経済産業省が 2018 年に行った調査

によると，ソフトウェア開発企業の売上高ベースで，受注

ソフトウェア開発の割合は 81.8%であるのに対し，ソフト

ウェアプロダクツ（パッケージソフトウェア）の割合は 

18.2%であり，前者が大部分を占める[4]． 

パッケージソフトウェアの場合，市場に流通しているた

め，同等の機能を持つソフトウェア間の価格を比較し，価

格の妥当性を判断することができる．これに対し，受託開

発ソフトウェアの場合，受託者と委託者が個別に契約して

作成されるため，他社で使われているソフトウェアの価格

や機能を知ることができず，同等の機能を持つソフトウェ

アを比較して価格の妥当性を判断することが困難である．  

そのため受託開発ソフトウェアの価格を，ソフトウェア

開発工数に技術者単価を乗じることにより推定する場合が

ある（官公庁の調達では原価計算方式と呼ばれる）．例えば
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政府が作成した「デジタルガバメント推進標準ガイドライ

ン」[9]では，価格妥当性を確認できるように，工数，単価

などの積算内訳を明確にすることが求められている．また，

著者らの研究[12]でも，工数と技術者単価を推定できれば，

高精度で価格を推定できることを示している．さらに，情

報サービス産業協会（JISA）の価格モデル[2]でも，工数（モ

デル中では「生産量」×「生産性」で定義）と技術者単価

に基づき，価格を決定している． 

上記で述べたような，従来の価格推定方法では，プロジ

ェクトマネージャ，プログラマーなどの各役割別の技術者

単価を参照し，それぞれの役割の技術者が何%参画してい

るかにより単価を決定することを前提としている．例えば

プロジェクトマネージャとプログラマーがそれぞれ 50%ず

つ参画している場合，参画割合を重みとして単価を加重平

均して算出する．ただし一般的に委託者は，各役割の技術

者参画割合を知ることができるとは限らず，仮に知ること

ができたとしても，その参画割合が妥当かどうかを検討す

る必要がある． 

そこで本研究では，従来の価格推定方法を利用すること

を前提としつつ，技術者の参画割合を用いずに，技術者単

価の推定を支援することを目的とする．そのために，単価

に影響する要因を明らかにするとともに，要因が変化した

場合，単価がどの程度変化するのかについても示す． 

以降，2 章では本研究と関連する研究について述べる．

3 章では分析で用いたデータの詳細について説明し，4 章で

はデータを分析した結果得られた，単価の影響要因と，要

因ごとに見た単価の分布について明らかにする．5 章では

妥当性の脅威について検討するとともに，研究結果の活用

方法について説明する．6 章ではまとめと今後の展望につ
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いて述べる．  

2. 関連研究 

これまで受託ソフトウェア開発の価格に関する研究は

少なく，特に技術者の単価に影響する要因についてはほと

んど分析されていない．著者らによる研究[12]では，受託

ソフトウェア開発において，技術者単価に影響する可能性

のある要因（価格推定モデルの説明変数の候補）をいくつ

か示している．ただし，相関係数（二変量解析）でのみ分

析しており，重回帰分析を用いていないため，要因間の相

互関係は考慮していない．また，単価の基準となる値（中

央値や箱ひげ図）を一切示していないため，受託者が文献

[12]を用いて単価を推定することはできない．さらに，文

献[12]で用いているデータは 31 件であるのに対し，本研究

では重回帰分析では 99 件，二変量解析では 200 から 400

件程度の大規模データを用いており，分析結果の外的妥当

性がより高いと考えられる． 

パッケージソフトウェアの価格を決定するための方法

はいくつか提案されている[5][8]．ただし，これらは開発者

が最大の利益を得るために用いるモデルであり，受託開発

ソフトウェアの価格の妥当性判断に用いることはできない．

また，（組込み系の）受託開発ソフトウェアの原価率（売上

に対する原価の割合）に影響する要因を分析した研究[13]

があるが，原価率と価格は直接の関係がなく，価格の妥当

性判断に用いることはできない．委託側がコストを見積も

るためには，工数見積もりモデル[1][6][11]が多用される．

ただし，利益や技術者単価をどのように設定するかについ

てはモデルに含まれていないため，それらのモデルをその

まま受託側が用いても価格を推定することはできない． 

3. 分析に用いたデータ 

分析に用いたデータは，財団法人経済調査会により 2001

年から 2018 年にかけて収集されたものであり，2225 件の

ソフトウェア開発プロジェクトのデータが含まれている．

システムの適用分野は，プロジェクトの 82%が事務系，10%

が制御系，8%がその他である．表 1 にデータに含まれる

業種の割合を示す．製造業が 25%であり，最も割合が高い

が，業種の偏りは比較的小さいといえる． 

データの抽出条件:プロジェクトの条件を揃えるため，

開発 5 工程（要求分析から総合テストまでの 5 つの工程）

が実施されているプロジェクトのみを分析対象とした．ま

た，技術者単価を分析対象とするため，単価の算出に必要

なソフトウェア開発見積金額と見積開発工数（時間）が記

録されているデータを分析対象とした．その結果，477 件

のプロジェクトが抽出された． 

分析用変数の定義: 本研究では，原価計算方式（1 章参

照）を前提とすると，適正な技術者単価 uは見積もり時点

の金額 pと工数 eに基づくと考えられるため，以下のよう

に技術者単価を定義した．すなわち，技術者単価の単位は

技術者 1 名の 1 ヶ月あたりの金額（金額の単位は 100 万円）

となる． 

u = p / e     (1) 

分析に用いたデータでは，プロジェクトマネージャ，プ

ログラマーなどの各役割の技術者が，開発の各工程に何%

参画しているか（各工程において，何%が各役割の工数か）

が記録されている．例えば，設計ではシステムエンジニア

が 60%，プログラマーが 40%参画（合計 100%）参画して

いるなどが記録されている．よって，例えばプログラマー

の総参画割合 pa（開発の全工数において，何%がプログラ

マーの工数か）は，以下のようにして，これらの割合に対

し，各工程の比率を乗じた値を合計することにより求めら

れる． 

pa = rrpr + rdpd + rmpm + rtpt   (2) 

ここで rr，rd，rm，rtはそれぞれ要求分析，設計，製造，テ

ストの工程比率を示し，pr，pd，pm，ptはそれぞれの工程に

おけるプログラマーの参画比率を示す． 

分析では，要求分析比率などの各工程の比率については

中央値を用いた．具体的には，文献[3]に新規案件と改造案

件それぞれの各工程の比率の中央値が示されており，それ

らを各工程の比率として用いた．なお，データに含まれる

プロジェクトでは新規案件が多かったため，新規案件かど

うかが不明なデータ 18 件（全体の 0.8%のデータ）につい

ては，新規案件として各工程の比率を用いた．これらによ

り，各役割の技術者の総参画割合（プロジェクトマネージ

ャ総参画割合，プログラマー総参画割合など）を算出した． 

重回帰分析でのデータの取り扱い: 分析では OS 種別と

4章で説明する変数がすべて記録されている 99件のデータ

を用いて重回帰分析をした（リストワイズ除去）．なお 4

章ではリストワイズ除去していない 477 件のデータについ

ても同様の傾向が見られるか（99 件のデータが偏った傾向

を持っていないか）を確かめた． 

カテゴリ変数の扱い: ソフトウェア開発言語について

は，類似の言語についてはまとめて一つの区分として扱っ

た（C，C++，VC++，C#など）．また，ソフトウェアの対

象業種と開発言語おいて，プロジェクト件数の少ない区分

表 1 データに含まれる業種の割合 

業種 割合 

建設業 3% 

製造業 25% 

電気・ガス・熱供給・水道業 6% 

情報通信業 7% 

流通業 20% 

金融業・保険業 16% 

サービス業 12% 

公務 11% 
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については分析から除外した（前者では電気・ガス・熱供

給・水道業など，後者では ASP・ASP.NET など）． 

4. 技術者単価の要因と基準値 

本研究では，プロジェクトマネージャなど役割別の参画

割合を，受託者が知らないことを前提としているため，役

割別の技術者単価を求めることは目的としていない．分析

では，主に以下の 2 つを明らかにすることが目的である． 

 技術者単価は，（参画割合以外の）どの要因に着目

すると推定可能なのか? 

 要因別に見た場合，技術者単価の基準値（中央値と

分布）はどうなっているのか? 

4.1 会社規模と技術者単価との関係 

技術者の所属する会社規模（従業員数）と技術者単価に

は関連がある可能性がある．そこで，スピアマンの順位相

関係数を用いて従業員数と技術者単価との関連を確かめた．

従業員数，IT 技術者数（4 段階の数値で，数値が大きいほ

ど IT 技術者が多いことを示す）と単価との相関係数を表 2

に示す．それぞれ正の相関であり p 値は 0.05 を下回ってい

たが，ともに単価に対する相関係数は小さかった．  

ソフトウェア開発プロジェクトには従業員数以外にも

単価に影響すると考えられる特性が含まれている．例えば

プログラミング言語はプロジェクトによって異なり，また，

ソフトウェアの対象業種もプロジェクトごとに異なる．次

節で詳細に説明するが，それらの複数の特性を同時に考慮

するために，重回帰分析を用いると，会社規模は説明変数

として採用されなかった．これは，技術者単価を推定する

ためには，会社規模は必須ではなく，その他の特性があれ

ば推定可能であることを示している． 

なお，従業員数と IT 技術者数を説明変数として，重回帰

分析を行うと，R2は 0.03 となった．このことからも，従業

員数だけを基準に技術者単価を推定することは困難である

といえる．  

4.2 重回帰分析による技術者単価の要因の特定 

本節では，ソフトウェア開発プロジェクトにおける複数

の要因（ソフトウェアの対象業種や開発言語など）を同時

に考慮するために，技術者単価を説明変数として重回帰分

析を行った．以下を直接的，または間接的に示すものを説

明変数の候補とした． 

1. 開発対象ソフトウェアの特徴 

2. 技術者に求められるスキル 

3. プロジェクト体制 

4. その他，単価を変動させる要因 

項目 1 は例えば「業種」や「開発言語」であり，これは

項目 2，項目 3 に影響し，そこから単価に影響すると考え

られる．項目 2 は例えば「アナリストの経験と能力」であ

り，スキルの高低が単価に影響しうる．項目 3 は「各役割

の技術者の参画割合（3 章で定義）」であり，例えばプログ

ラマーの参画割合が高いと，単価が低くなる可能性などが

ある．項目 4 は例えば「契約形態」であり，コスト増のリ

スクを考慮して単価を高めに設定するなど，単価への影響

がありうる変数である． 

これらの候補すべてを用いて変数選択法を適用すると，

表 2 技術者単価との相関係数 

 
従業員数 IT 技術者数 

相関係数 0.22 0.12 

p 値 0.00 0.01 

ケース数 456 457 

 

表 3 各変数と技術者単価との関連 

説明変数 
標準化 

偏回帰係数 
p 値 

契約形態/基本設計 -4.00 0.00 

PG 合計 3.51 0.00 

開発言語(VB) -2.81 0.01 

アナリストの経験と能力 2.49 0.02 

発注要件の明確度と安定度 -2.42 0.02 

先行モデルの流用と標準モデルの採用 2.19 0.03 

開発言語(C 言語) -2.13 0.04 

業種(金融保険業) 2.10 0.04 

プロジェクト管理の経験と能力 -1.88 0.06 

実績 FP -1.82 0.07 

 

表 4 予測精度の比較 

予測方法 BRE平均 BRE中央値 BRE標準偏差 

重回帰分析 0.17 0.26 0.26 

平均値 0.22 0.31 0.32 

 

 

図 1 契約形態と技術者単価との関係 

（重回帰分析データ） 

 

図 2 契約形態と技術者単価との関係 

（285 件のデータ） 
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リストワイズ除去（欠損値が 1 つでも含まれるケースは除

外される）により，用いることができるケースが非常に少

なくなる．そのため，予備分析により変数を絞り込み，そ

の後に変数選択法により説明変数を絞り込んだ．その結果，

表 3 に示す変数が採用された．以降では，標準化偏回帰係

数（技術者単価への影響）が大きかった変数順に詳細に説

明する． 

PG 合計（技術者の参画割合）など，一部の説明変数は

委託者が知ることができるとは限らないが，一方でそれら

の変数を考慮せずに，技術者単価の影響要因を正しく分析

することはできないため，説明変数に含めた．ただし 5.2

節で後述するように，委託者が表 3 に示す変数の一部しか

知らない場合でも，分析結果を活用することが可能である． 

モデルの説明力を表す R2は 0.44 となり，若干 0.5 を下回

っていた．モデルの説明力を別の方法で評価するため，技

術者単価の予測を行い，技術者単価の平均値を用いた場合

と比べて，どの予測精度が高まるのかどうか（予測誤差が

小さくなるのかどうか）を確かめた．予測精度の評価指標

として，BRE (Balanced Relative Error)を採用した．BRE[7]

は評価指標として広く用いられており（[6][10]など），直感

的には相対的な誤差を表している．BREの算出にはリーブ

ワンアウト法を用いた． 

予測精度の評価結果を表 4 に示す．表に示すように，重

回帰分析による予測のほうが，平均値による予測よりも誤

差が小さくなっていた．このため，前者のほうが後者より

も説明力があり，より技術者単価の推定に適しているとい

える．ただし，その差はあまり大きなものではないことに

注意が必要である． 

4.3 契約形態との関係 

 ソフトウェア開発では，開発工程ごとに契約形態が異な

る場合がある．例えば要件定義工程では，どの程度開発工

数が必要となるかが未確定の部分があるため，委任契約で

実施する場合がある．逆にソフトウェアのプログラムを実

際に作成する製造工程では，どんなソフトウェアを作るか

の設計が確定しており，開発時間に関して不確定要因が小

さいため，請負契約で行う場合がほとんどである． 

表 3 の結果より，基本設計工程が請負か委任かが，技術

者単価に影響しており，かつ単価への影響が最も大きいと

いえる．なお，73%（477 件の全プロジェクトにおいては

73%）のプロジェクトが，請負契約であった．偏回帰係数

が負であることから，この工程が請負契約の場合，技術者

単価が低くなるといえる．ソフトウェア開発に不確定要素

 

図 3 プログラマー総参画割合と技術者単価との 

関係（重回帰分析データ） 

 

図 4 プログラマー総参画割合と技術者単価との 

関係（381 件のデータ） 

 

図 5 開発言語と技術者単価との関係 

（重回帰分析データ） 

 

図 6 開発言語と技術者単価との関係 

（288 件のデータ） 
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が多い場合に，設計工程を委任契約にすることが考えられ，

リスク発生時を考慮して単価が高くなっている可能性があ

る． 

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価と契約形態との関係を図 1，

図 2 に示す．どちらの場合においても，委任契約の場合，

単価が高くなっていた．すなわち，重回帰分析のデータは

特に偏っておらず，分析結果は妥当であると考えられる． 

4.4 プログラマー総参画割合との関係 

3 章の定義に基づくと，例えばプログラマー総参画割合

は，開発に必要な作業時間（工数）のうち，何%をプログ

ラマーが担当しているかを表している．一般に役割によっ

て技術者単価が異なり，例えばプログラマーの総参画割合

が増えると，プロジェクト全体の技術者単価の平均値（本

研究における技術者単価．重回帰分析における目的変数）

はプログラマーの技術者単価に近づく． 

このため，各役割の総参画割合が（各役割の単価を平均

した）技術者単価に影響することが考えられる．重回帰分

析の結果においても，プログラマーの総参画割合が単価に

影響する要因とみなされた（変数選択法の結果，説明変数

とした採用された）．ただし，標準化偏回帰係数が正の値で

あることから，プログラマーの総参画割合が増加すると技

術者単価が上昇することになり，直感に反する結果となっ

た． 

多重共線性が発生していないかを確かめるために，プロ

グラマー総参画割合とその他の変数との相関係数を算出し

たが，特に相関係数は大きくなかったことから，多重共線

性は影響していないと考えられる． 

 重回帰分析で用いたデータにおける，技術者単価とプ

ログラマー総参画割合の散布図を図 3 に，全てのプロジェ

クトを用いた場合のものを図 4 に示す．前者の相関係数は

0.20 であり，後者の 0.09 よりも大きくなっていた．なお，

後者についても負の相関は見られなかった．本節の分析結

果は，重回帰分析に用いたプロジェクトのみの傾向である

可能性があり，今後さらなる分析が必要である． 

4.5 開発言語との関係 

開発では複数の言語が用いられる場合がしばしばある．

具体的には，開発全体の機能のうち 70%は COBOL で行い，

残りの 30%は Java で行うことなどがある．本研究では 50%

以上用いられている言語を主開発言語とし，これに着目し

て分析した．また，分析データにおいて使用している割合

が高い言語（Java など）に着目して分析した． 

 

図 7 アナリストの経験・能力と技術者単価との 

関係（重回帰分析データ） 

 

図 8 アナリストの経験・能力と技術者単価との 

関係（419 件のデータ） 

 

 

図 9 発注要件の明確度・安定度と技術者単価との 

関係（重回帰分析データ） 

 

図 10 発注要件の明確度・安定度と技術者単価との 

関係（446 件のデータ） 
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ソフトウェア技術者が，業務に必要とされるレベルで全

ての開発言語を扱えることは少なく，技術者により用いる

ことができる開発言語は異なる．そのため，ある言語が扱

える技術者の需要と供給のバランスにより，技術者単価が

異なることが考えられる．表 3 の重回帰分析の結果でも，

C 言語を用いている場合と Visual Basic を用いている場合

に技術者単価が変化する傾向が見られた．それぞれの標準

化偏回帰係数は正と負であることから，前者を用いている

と単価が高くなり，後者の場合は低くなることになる． 

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価と開発言語との関係を図 5，

図 6 に示す．前者の場合では，重回帰分析の結果と同様に

C 言語を用いていると単価が高くなり，Visual Basic を用い

ている場合は低い傾向があった．ただし，後者の図では両

者の間で技術者単価の違いは見られない．両グラフとも，

Java の場合は若干技術者単価が高い傾向があり，開発言語

は技術者単価に影響があると考えてよい．ただし，具体的

にどの言語を用いると，どの程度技術者単価が変化するの

かについては，さらなる分析が必要である． 

なお，技術者の役割によって，開発言語が技術者単価に

与える影響は異なると考えられる．例えばプログラマーの

場合は開発言語を実際に用いて開発する必要があり，その

言語を用いる能力が求められるが，プロジェクトマネージ

ャが実際に言語を用いて開発することは少ない．分析に用

いたデータでは，製造工程へのプロジェクトマネージャの

参画割合は 7%となっている．そのため，プロジェクトマ

ネージャの技術者単価に関して，開発言語の影響は小さい

と考えられる．ただし，開発言語が開発対象システムの特

徴を間接的に示すことはありえる（COBOL が用いられて

いる場合，事務処理系のシステムであり，かつ長期間用い

られているシステムであるなど）ため，全く影響がないと

もいえない． 

4.6 アナリストの経験と能力との関係 

経験豊富なアナリストが参画している場合，技術者単価

が高くなることが想定される．データには，プロジェクト

におけるアナリストの経験と能力の 5 段階評価（数値が大

きいほど経験と能力が豊富）が記録されており，これを用

いた．重回帰分析より，アナリストの経験と能力に応じて，

技術者単価が変化するといえ，表 3 の偏回帰係数が正であ

ることより，経験と能力が高いほど技術者単価が高くなる

傾向があるといえる．  

 

図 11 先行モデルの流用・標準モデルの採用と 

技術者単価との関係（重回帰分析データ） 

 

図 12 先行モデルの流用・標準モデルの採用と 

技術者単価との関係（446 件のデータ） 

 

 

図 13 プロジェクト管理の経験・能力と 

技術者単価との関係（重回帰分析データ） 

 

図 14 プロジェクト管理の経験・能力と 

技術者単価との関係（446 件のデータ） 
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重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価とアナリストの経験と能力

との関係を図 7，図 8 に示す．どちらの場合においても，

重回帰分析の結果と同様に，経験や能力が高いほど技術者

単価が高い傾向が見られた． 

4.7 発注要件の明確度と安定度との関係 

ソフトウェアの発注要件が不明確，不安定である場合，

ベンダーが開発時のリスク発生時を考慮し，単価を高く設

定する可能性がある．データには，発注要件の明確度と安

定度を 5 段階で評価したもの（数値が大きいほど安定，明

確であることを示す）が記録されており，これを分析に用

いた．重回帰分析の結果，発注要件の明確度と安定度に応

じて，技術者単価が変化するといえ，表 3 の偏回帰係数が

負であることより，発注要件の明確度と安定度が高いほど，

技術者単価が低くなる傾向があった．  

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価と発注要件の明確度と安定

度との関係を図 9，図 10 に示す．どちらの場合において

も，重回帰分析と同様の傾向が見られた． 

4.8 先行モデルの流用と標準モデルの採用との関係 

ソフトウェア開発では，既存のモデルを利用することが

ある．これにより，開発の効率や品質を高めること期待で

きる一方，そのようなモデルを適用できるようなプロジェ

クトでは，高いスキルの技術者が要求され，結果的に技術

者単価が高まる可能性もある．先行モデルの流用と標準モ

デルの採用の程度を 5 段階で評価したもの（数値が大きい

ほど，既存モデルを利用できたことを示す）が記録されて

おり，これを用いた． 

重回帰分析の結果より，先行モデルの流用と標準モデル

の採用の程度に応じて，技術者単価が変化するといえ，表 3

の偏回帰係数が負であることより，流用・採用の程度が高

いほど，技術者単価が高くなる傾向があるといえる．重回

帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデータを用

いた場合の，技術者単価と先行モデルの流用と標準モデル

の採用の程度との関係を図 11，図 12 に示す．どちらの場

合においても，重回帰分析の結果と同様に，流用・採用の

程度が高いほど技術者単価が高い傾向が見られた． 

4.9 プロジェクト管理の経験と能力との関係 

技術者（プロジェクトマネージャ）のプロジェクト管理

の経験と能力が高い場合，技術者単価も高くなると思われ

る．データには，プロジェクト管理の経験と能力を 5 段階

で評価したものが記録されており，これを用いた．重回帰

 

図 15 業種と技術者単価との関係 

（重回帰分析データ） 

 

図 16 業種と技術者単価との関係 

（333 件のデータ） 

 

 

図 17 開発規模と技術者単価との関係 

（重回帰分析データ） 

 

図 18 開発規模と技術者単価との関係 

（220 件のデータ） 
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分析では，プロジェクト管理の経験と能力に応じて，技術

者単価が変化するという結果となった．ただし表 3 の偏回

帰係数は負であり，経験と能力が高いと技術者単価が低く

なるという，直感に反する結果となった． 

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価とプロジェクト管理の経験

と能力との関係を図 13，図 14 に示す．どちらの場合にお

いても，中央値（箱中の太線位置）については，経験と能

力が高いほど技術者単価が高い傾向があり，重回帰分析と

逆の傾向が見られる．詳細に見ると，重回帰分析の対象デ

ータ（図 13）では，経験と能力が 1 または 5 のプロジェク

ト数が少なく，2 から 4 のプロジェクトでは，経験と能力

が高くなるとわずかに中央値が低くなっていた．これが重

回帰分析の結果とグラフでの傾向が不一致となった原因で

あると考えられる．  

4.10 業種との関係 

開発するソフトウェアの対象業種により求められる機

能や品質が異なる．例えば金融業を対象とするソフトウェ

アの場合，比較的高い品質が求められることが多い．また，

開発規模も業種によって異なる．業種によりソフトウェア

の特徴が異なり，それにより必要とされる技術者も異なる

ため，業種が技術者単価に影響していると考えられる． 

用いたデータにおいて，割合が高かった業種を分析対象

とした．重回帰分析の結果より，金融保険業を対象とする

システムの場合，技術者単価が変化する傾向が見られた．

表 3 に示すように，偏回帰係数が正であることから，金融

保険業の場合，技術者単価が他の業種と比較して高くなる

傾向であることになる．  

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価と業種との関係を図 15，図 

16 に示す．どちらの場合においても，中央値では，金融保

険業の技術者単価が低くなっていた．重回帰分析の対象デ

ータ（図 15）では，金融保険業の技術者単価の中央値以下

のプロジェクトが少なく，技術者単価の（中央値ではなく）

平均値で見ると，他の業種よりも高くなっていた．これが

重回帰分析の結果とグラフでの傾向が不一致となった原因

であると考えられる． 

なお，金融保険業のシステムは比較的大規模であり，契

約金額が大きくなりやすく，結果的に技術者単価が低くな

りやすい可能性がある．例えば技術者 1 人，技術者費用 100

万円，その他費用 10 万円のプロジェクトの場合，技術者単

価は 110 万円になるが，技術者 10 人，技術者費用 1000 万

円，その他費用 10 万円のプロジェクトの場合，技術者単価

は 101 万円と低くなる． 

4.11 開発規模との関係 

ソフトウェアの開発規模（開発する機能量）はプロジェ

クトにより大きく異なる．開発規模が大きい場合と小さい

場合とでは，プロジェクトの体制（プロジェクトマネージ

ャの必要性や，必要な技術者数など）や，ソフトウェアに

求められる信頼性なども傾向が異なる可能性がある． 

重回帰分析においても，開発規模（実績 FP）が技術者単

価に影響しているという結果になった．表 3 に示すように，

偏回帰係数が負の値となったことから，開発規模が大きく

なると，技術者単価がやや低下する傾向であるといえる．

これは前節で述べた，金融保険業と技術者単価との関係と

同様の理由であると考えられる．なお，表では開発規模の

偏回帰係数が最も小さく，分析に用いた変数の中では最も

単価への影響が小さいことに留意する必要がある． 

重回帰分析のデータのみを用いた場合と，すべてのデー

タを用いた場合の，技術者単価と開発規模との関係を図 17，

図 18 に示す．どちらの場合においても，実績 FP（開発規

模）がおおよそ 2000 以上の場合，技術者単価が大きい（1

を大きく超える）プロジェクトが少ない傾向が見られた．

これは重回帰分析の結果と合致しているといえる． 

5. 考察 

5.1 妥当性への脅威 

内的妥当性: 本研究で用いた説明変数以外に，価格に影

響する要因が存在する可能性がある．ただし，モデルの説

明力を表す R2は 0.44 であり，目的変数（技術者単価）が，

ある説明変数と明確な関連がないことを考慮すると，用い

た説明変数で，目的変数をかなり説明できている（その他

に価格に影響する要因が存在するとしても，その影響はあ

まり大きくない）と考えられる．ここで，目的変数と説明

変数に明確な関連があるとは，例えば工数見積もりにおけ

る工数（目的変数）と開発規模（説明変数）との関係を指

し，このような場合はモデルの説明力が高くなりやすい．

一方で，生産性を目的変数とすると，一般には，目的変数

に明確に関連する説明変数は存在しないため，説明力は低

下しやすい． 

外的妥当性: 本研究では，従業員数が多い企業から少な

い企業まで，多様な企業から横断的に収集されたデータを

用いて分析している．表 1 で示したように業種の偏りも比

較的小さく，さらに，二変量解析で用いたデータは 200 か

ら 400 件程度であり，本研究の分析結果は比較的外的妥当

性が高いと考えられる．ただし，データの収集対象企業は

国内企業のみであり，日本国外の企業に対する，分析結果

の外的妥当性は不明である． 日本国外の企業における外的

妥当性を高めることは今後の課題である． 

5.2 分析結果の活用方法 

本研究の分析結果をソフトウェア価格の推定に活用す

るための，標準的な手順を以下に示す． 

1. 技術者単価に関連のある要因（開発言語など）の各

箱ひげ図から，自社が当てはまっているデータで最

も箱の大きさ（データの散らばり）が小さいものを

選ぶ． 

ソフトウェアエンジニアリングシンポジウム 2021
IPSJ/SIGSE Software Engineering Symposium (SES2021)

c⃝ 2021 Information Processing Society of Japan 30



  
 

2. 二変量解析による箱ひげ図を参考に，単価を決定す

る．例えば図 6 において，開発言語（C 言語）の場

合の技術者単価の中央値は約 0.9 であるため，開発

言語が C 言語ならば 1 人月あたりの単価を 90 万円

とする． 

3. COCOMO[1]などの工数見積もり方法を用いて，見積

工数を人月単位で算出する． 

4. 手順 2 で求めた単価に手順 3 で求めた工数を乗じ，

推定価格とする． 

ただし，単価の分布には幅があり，開発言語が C 言語の

場合の妥当な単価は，75 万円（箱の下側）である可能性も

あれば，100 万円（箱の上側）の可能性もあることに注意

が必要である．同様に，手順 3 で求めた工数にも誤差が含

まれることに注意し，推定価格を絶対視しすぎるべきでは

ない．手順 3 以降の代わりに，1 章で述べた価格推定方法

を用いることも可能である． 

6. おわりに 

本研究では，ソフトウェア技術者の単価に影響する要因

を明らかにするとともに，要因が変化した場合，（1 人月あ

たりの）単価がどの程度変化するのかについても示した．

要求分析，基本設計，詳細設計，製造，試験の開発工程が

実施されているプロジェクト 99 件に対して重回帰分析を

行った結果，以下の傾向が見られた．  

 基本設計工程が請負の場合，技術者単価が低い傾向

がある． 

 アナリストの経験と能力が高い場合，技術者単価も

高い傾向がある． 

 発注要件の明確度と安定度が高い場合，技術者単価

は低い傾向がある． 

 先行モデルの流用と標準モデルの採用の程度が高

い場合，技術者単価も高い傾向がある． 

 ソフトウェアの規模が大きい場合，技術者単価は低

い傾向がある． 

上記については，箱ひげ図を用いて 200 から 400 件のデ

ータを分析した場合でも，同様の傾向が見られた． 

分析では上記の要因の違いによる技術者単価の分布に

ついても示した．この分布を用いて，どの要因が変化する

と，どの程度単価が変化するかを，大まかにではあるが推

定することができる．これはソフトウェア開発の委託者（企

業）が価格の妥当性を検討する際に有用な情報となりうる．

ただし，箱ひげ図からもわかるように，技術者単価の分布

は比較的広いため，技術者単価の中央値は絶対視すべきで

なく，あくまで参考にとどめるべきである． 

今後の課題は，さらに分析対象のデータを増加させ，委

託者による技術者単価の推定精度を高めることである． 
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